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付表２ 第 5節の分析に使われたデータの記述統計（従業員単位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

仕事への意欲 872 18.19839 4.056246 5 25 797 17.70389 4.390505 5 25

女性が能力発揮できる環境整備と従業員の能力開発重視（企業
調査）

793 0.18 0.39 0.00 1.00 708 0.17 0.37 0.00 1.00

自己啓発支援制度有（企業調査） 794 0.83 0.37 0.00 1.00 708 0.84 0.37 0.00 1.00

長時間労働抑制のための全社的取り組みをすでに実施している 789 0.84 0.36 0.00 1.00 703 0.85 0.36 0.00 1.00

原則として全社的残業一律禁止（企業調査） 794 0.04 0.19 0.00 1.00 708 0.06 0.23 0.00 1.00

部下の長時間残業の状況を管理監督者の評価項目にしている
（企業調査）

794 0.03 0.18 0.00 1.00 708 0.05 0.22 0.00 1.00

同業他社に比べてWLBを重視（4段階評価） 793 2.75 0.75 1.00 4.00 708 2.70 0.76 1.00 4.00

WLBを経営戦略として明確に位置づけ（4段階評価） 794 2.43 0.96 1.00 4.00 708 2.44 0.97 1.00 4.00

WLB施策は経営トップ主導で推進されている（4段階評価） 794 2.48 0.97 1.00 4.00 708 2.45 0.96 1.00 4.00

同業他社に比べてWLBを重視（個人調査、4段階評価を個人属性
調整済み）

871 0.00 0.50 -1.55 1.67 797 0.00 0.52 -1.36 1.67

WLBを経営戦略として明確に位置づけ（個人調査、4段階評価を個
人属性調整済み）

871 0.00 0.53 -1.17 2.05 797 0.00 0.53 -1.08 2.05

WLB施策は経営トップ主導で推進されている（個人調査、4段階評
価を個人属性調整済み）

871 0.00 0.51 -1.17 1.88 797 0.00 0.51 -1.12 1.99

同業他社に比べてWLBを重視（4段階評価、この従業員上司の認
識、管理職調査）

854 2.49 0.59 1.00 4.00 782 2.52 0.59 1.00 4.00

WLBを経営戦略として明確に位置づけ（4段階評価、この従業員上
司の認識、管理職調査）

854 2.12 0.59 1.00 4.00 782 2.15 0.61 1.00 4.00

WLB施策は経営トップ主導で推進されている（4段階評価、この従
業員上司の認識、管理職調査）

854 2.20 0.61 1.00 4.00 782 2.22 0.64 1.00 4.00

実際に部下の長時間労働の削減に取り組んでいる（企業平均） 854 2.72 0.53 1.00 4.00 782 2.71 0.54 1.00 4.00

公平な評価制度有（企業調査） 784 0.39 0.49 0.00 1.00 699 0.39 0.49 0.00 1.00

公平な評価を行うことを求めている（企業調査） 786 0.35 0.48 0.00 1.00 701 0.36 0.48 0.00 1.00

両立支援利用に対応して部署内の業務分担を柔軟に見直すよう
求めている

786 0.60 0.49 0.00 1.00 701 0.59 0.49 0.00 1.00

部署内の業務効率化を図るよう管理職に求めている（企業調査） 786 0.62 0.49 0.00 1.00 701 0.61 0.49 0.00 1.00

784 0.13 0.34 0.00 1.00 699 0.13 0.34 0.00 1.00

両立支援利用者の仕事に対する意欲や意識を高めるような仕組
み有（企業調査）

784 0.10 0.31 0.00 1.00 699 0.11 0.31 0.00 1.00

両立支援利用者の事情に応じて制度を柔軟に運用できる（企業調
査）

784 0.32 0.47 0.00 1.00 699 0.32 0.47 0.00 1.00

管理職に両立支援策利用者がいることでマンパワー不足が生じた
際に派遣等の活用により補充要員を確保するよう求めている（企
業調査）

786 0.34 0.48 0.00 1.00 701 0.34 0.47 0.00 1.00

両立支援利用者がいることを加味した職場の業績評価の仕組み
を作っている

784 0.02 0.14 0.00 1.00 699 0.02 0.15 0.00 1.00

一般労働者の平均労働時間（この従業員上司の認識、管理職調
査）

853 9.24 0.86 7.67 14.00 781 9.16 0.85 7.00 14.00

時間外労働に関する社内調査、実態把握実施（企業調査） 794 0.74 0.44 0.00 1.00 708 0.71 0.46 0.00 1.00

公平性合成変数 784 0.28 0.32 0.00 1.00 699 0.28 0.33 0.00 1.00

代替要員合成変数 784 0.32 0.38 0.00 1.00 699 0.30 0.39 0.00 1.00

年齢 872 35.15 7.21 19.00 61.00 795 33.44 7.15 20.00 59.00

大卒 870 0.81 0.39 0.00 1.00 796 0.52 0.50 0.00 1.00

短大・高専卒 870 0.03 0.17 0.00 1.00 796 0.24 0.43 0.00 1.00

専門学校卒 870 0.05 0.21 0.00 1.00 796 0.06 0.24 0.00 1.00

勤続年数 864 10.84 7.84 0.00 42.00 789 10.41 7.94 0.00 42.00

既婚 871 0.63 0.48 0.00 1.00 797 0.45 0.50 0.00 1.00

18歳未満子供有 867 0.47 0.50 0.00 1.00 790 0.32 0.47 0.00 1.00

専門職 871 0.26 0.44 0.00 1.00 797 0.15 0.36 0.00 1.00

事務職 871 0.55 0.50 0.00 1.00 797 0.77 0.42 0.00 1.00

生産職 871 0.02 0.14 0.00 1.00 797 0.01 0.08 0.00 1.00

企業正社員数500以上1000人未満（ダミー） 773 0.24 0.43 0.00 1.00 699 0.29 0.45 0.00 1.00

企業正社員数500人未満（ダミー） 773 0.26 0.44 0.00 1.00 699 0.25 0.44 0.00 1.00

製造業（ダミー） 794 0.46 0.50 0.00 1.00 708 0.43 0.49 0.00 1.00

卸売・小売業（ダミー） 794 0.12 0.32 0.00 1.00 708 0.13 0.33 0.00 1.00

サービス業・宿泊・飲食（ダミー） 794 0.11 0.31 0.00 1.00 708 0.13 0.33 0.00 1.00

成果主義 773 0.78 0.41 0.00 1.00 686 0.75 0.43 0.00 1.00
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「国際共同研究『潜在成長力の強化と経済の活性化に向けた課題』」 

（潜在成長力の強化：人材・人的資本とイノベーション）報告会の概要 

（平成30年 10月開催） 

 

開   会 

    主催者挨拶：西崎 文平  内閣府経済社会総合研究所長 

    主査挨拶：川口 大司  東京大学大学院経済学研究科教授 

 

セッション１「コーポレートガバナンス構造の変化と人的資本投資」 

発 表 者：北川 章臣  東北大学大学院経済学研究科教授 

討 論 者：太田 聰一  慶應義塾大学経済学部教授 

セッション２「認知能力・非認知能力スコアを用いた人材活用」 

発 表 者：乾 友彦   学習院大学国際社会科学部教授 

児玉 直美  日本大学経済学部教授 

園田 友樹  株式会社リクルートマネジメントソリューションズ 

        アセスメント開発部部長 

横山 泉   一橋大学大学院経済学研究科准教授 

内藤 淳   株式会社リクルートマネジメントソリューションズ主任研究員 

仁田 光彦  株式会社リクルートマネジメントソリューションズ 

       測定技術研究所 マネジャー 

討 論 者：大湾 秀雄  早稲田大学政治経済学術院教授 

セッション３「企業内部の能力開発とその効果 －OJTと OFF-JTの相乗効果に関する分析－」 

発 表 者：戸田 淳仁  Sansan株式会社、慶應義塾大学産業研究所研究員 

討 論 者：原 ひろみ  日本女子大学家政学部家政経済学科准教授 

セッション４「大学と大学院の専攻の賃金プレミアム」 

発 表 者：安井 健悟  青山学院大学経済学部准教授 

討 論 者：佐野 晋平   千葉大学法政経学部経済学分野准教授 

セッション５「日本の労働市場におけるミスマッチの測定」 

発 表 者：川田 恵介   東京大学社会科学研究所准教授 

討 論 者：勇上 和史  神戸大学大学院経済学研究科准教授 

セッション６「両立支援と柔軟な働き方：女性の活躍との関係」 

発 表 者：黒澤 昌子    政策研究大学院大学教授 

討 論 者：阿部 正浩  中央大学経済学部教授 

 

講   評   川口 大司   東京大学大学院経済学研究科教授 

閉   会   西崎 文平   内閣府経済社会総合研究所長 

 ※ここに記載している発表者らの肩書きは、報告会開催当時のものである。 

 ※田中 隆一  東京大学社会科学研究所教授にも副査としてご協力いただいた。 

 

経済社会総合研究所の概要 

経済社会総合研究所（Economic and Social Research Institute：以下 ESRIという）は、中央省庁再編の一環と

して従来の経済企画庁経済研究所の機能、規模を拡充して 2001 年 1月に発足した内閣府の機関です。内閣府は重要

課題を担当する「知恵の場」ですが、ESRI は内閣府のシンクタンクとして理論と政策の橋渡しを担う、言わば「知

恵の場」の中の「知恵の場」といえます。 

ESRI の主要な任務として、経済活動、経済政策、社会活動等に関わる理論及び実証研究を行い、政策研究機関と

しての機能強化を図るとともに、内部部局と連携し、経済財政諮問会議の審議に資する研究の実施と政策研究を担う

人材育成・研修等に取り組んでいます。また同時に、GDP（国内総生産）統計に代表される一国経済の循環を記録す

る国民経済計算体系(SNA：System of National Accounts）の推計作業を行い、四半期毎の GDP 速報（QE：Quarterly 

Estimates）、年度毎の確報を公表、さらには、CI（景気動向指数）等の景気動向統計の作成を行い、公表しています。 
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